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１．調査の目的 

小田急多摩線の延伸については、これまでも路線計画や需要予測など、町田市・相模原市

を中心として検討に取り組んできたところである。 

平成 28 年(2016 年)４月の交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方

について」では、小田急多摩線の延伸が「東京圏の都市鉄道が目指すべき姿を実現する上で

意義のあるプロジェクト（地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェク

ト）」の一つとされた。 

また、同答申では収支採算性等の課題が意義と同時に示されたことから、関係者による意

見交換、検討を行い、課題の整理を図ることを目的として「小田急多摩線延伸に関する関係

者会議」（以下「関係者会議」という。）を設置し、必要な調査を実施した。 
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２．調査体制 

 

【小田急多摩線延伸に関する関係者会議 構成員】 

■学識経験者 

○日本大学 岸井隆幸 特任教授（会長） 

○芝浦工業大学 岩倉成志 教授（会長代理） 
 

■交通事業者 

○小田急電鉄株式会社交通企画部部長 

○東日本旅客鉄道株式会社横浜支社企画部長 
 

■国土交通省 

○関東運輸局交通政策部交通企画課長 

○関東運輸局鉄道部計画課長 
 

■独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

○東京支社計画部長 
 

■東京都 

○都市整備局都市基盤部交通企画課長 
 

■神奈川県 

○県土整備局都市部交通企画課長 
 

■多摩市 

○都市整備部長 
 

■町田市 

○都市づくり部長 
 

■相模原市 

○都市建設局まちづくり計画部長 
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３．調査内容 

平成 28 年(2016 年)４月の交通政策審議会答申において、収支採算性を始めとする課題が

示されたことを受け、関係者会議では、答申時点の概略路線計画等を基に、概算建設費等、

諸条件を更新し、答申における鉄道ネットワークのプロジェクトの定量分析に用いられた将

来交通需要の推計手法を再現したモデル（以下「交政審再現モデル」という。）を用い、需

要予測、事業採算性及び費用便益分析の検討を行った。 

答申において課題の一つとされた収支採算性の改善に向けては、運行本数等のサービスレ

ベルや乗換利便性、バス路線、まちづくりといった観点から、感度分析によりこれらが事業

性に与える影響を確認し、会議において意見交換、検討を行った。 
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１．小田急多摩線延伸の取組の歩み 

小田急電鉄は昭和 33 年(1958 年)に小田原線鶴川駅を起点とし、町田市図師、ＪＲ横浜線

淵野辺駅、ＪＲ相模線上溝駅、相模原市田名及び大島を経由し、城山町（現：相模原市緑区）

へ至る城山線の免許申請を行った。これを契機に、町田市、相模原市、城山町は同年５月に

「小田急新路線建設促進協議会」を設置し、新線の建設促進に向けた取組を開始することと

なる。この路線は実現には至らなかったが、この路線計画の存在が後々まで、小田急電鉄に

よる横浜線沿線から上溝、田名を通り愛川方面へ向かう鉄道計画の端緒となった。 

 多摩ニュータウンの開発が決定すると、小田急電鉄は昭和 39 年(1964 年)に多摩線の新線

建設免許の申請を行い、昭和 50 年(1975 年)４月に新百合ヶ丘駅～小田急多摩センター駅が、

平成 2年(1990 年)４月には小田急多摩センター駅～唐木田駅が開業された。 

一方、昭和 60 年(1985 年)７月の運輸政策審議会答申第７号において、「唐木田から横浜

線方面について、今後、新設を検討すべき方向」と位置付けられ、その後、平成 12 年(2000

年)１月の運輸政策審議会答申第 18 号において、「唐木田から横浜線・相模線方面への延伸

について、今後、整備を検討すべき路線」と位置付けられた。 

平成 18 年(2006 年)５月には、在日米軍再編協議において、相模総合補給廠の一部約 15ha

のほか、鉄道及び道路用地として約２ha の返還が基本合意され、平成 20 年(2008 年)６月の

日米合同委員会にて正式合意され、平成 26 年(2014 年)９月に国に返還された。これにより、

相模原駅への導入空間の確保の見込みに目途がたち、延伸の実現に向けて大きく前進するこ

ととなる。 

これらを契機として、町田市、相模原市では、延伸の実現に向けた具体的な検討を行うた

め、平成 18 年(2006 年)11 月に「小田急多摩線延伸検討会」を設置し、また平成 24 年度(2012

年)には「小田急多摩線延伸計画に関する研究会」を設置し、関係機関の協力を得ながら延伸

の実現に向けた調査検討を進めてきた。 

また、町田市、相模原市、厚木市、愛川町、清川村の超党派の議員により構成された「小

田急多摩線延伸を促進する議員連盟」や町田市、相模原市、愛川町の各住民団体（町田小山

小田急多摩線延伸促進協議会、小田急線延伸を促進させ最寄り駅を誘致する会、小田急多摩

線延伸促進協議会、愛川小田急多摩線延伸促進協議会）による国をはじめとする関係機関へ

の要望や、延伸を求める約 18 万人分の署名の国土交通大臣への提出など、行政のみならず議

会、市民が一体となった延伸に向けた活動を行ってきている。 

これらの活動が実を結び、平成 28 年(2016 年)４月の交通政策審議会答申第 198 号「東京

圏における今後の都市鉄道のあり方について」において、延伸が「地域の成長に応じた鉄道

ネットワークの充実に資するプロジェクト」の一つとされた。一方で収支採算性等の課題が

示されたことから、町田市、相模原市は「小田急多摩線延伸に関する関係者会議」を設置し、

関係機関とともに課題の整理を図るため、調査を実施してきたところである。 
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○小田急多摩線延伸に係る主な経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 昭和 33 年(1958 年)    小田急城山線の新線建設免許の申請（のちに申請取消） 

 昭和 39 年(1964 年)    小田急多摩線の新線建設免許の申請 

昭和 50 年(1975 年) ４月 小田急多摩線の新百合ヶ丘駅～小田急多摩センター駅開業 

 昭和 60 年(1985 年) ７月  運輸政策審議会答申第７号において、「唐木田駅から横浜線方面 

について、今後、新設を検討すべき方向」に位置づけ 

 平成 ２年(1990 年) ３月  小田急多摩線の小田急多摩センター駅～唐木田駅開業 

 平成 ７年(1995 年) ３月  小山田地域土地区画整理事業（約 275ha）の地区決定(町田市) 

 平成 12 年(2000 年) １月  運輸政策審議会答申第 18 号において、「唐木田駅から横浜線・ 

相模線方面への延伸について、今後整備について検討すべき路 

線」に位置づけ 

 平成 15 年(2003 年) ７月  小山田地域土地区画整理事業（約 275ha）の中止決定(町田市) 

 平成 15 年(2003 年) ７月 相模原橋本駅周辺地域（36ha）が都市再生緊急整備地域に位置 

づけ 

 平成 17 年(2005 年) ５月 北部丘陵まちづくり基本構想の策定（町田市） 

 平成 17 年(2005 年) ８月 都市鉄道等利便増進法の施行 

 平成 18 年(2006 年) ５月  在日米軍再編協議において相模総合補給廠の一部返還が基本合意 

 平成 18 年(2006 年) 11 月  「小田急多摩線延伸検討会」発足（委員：相模原市、町田市） 

 平成 20 年(2008 年) ３月 相模原駅周辺地区まちづくり構想の策定（相模原市） 

 平成 20 年(2008 年) ４月  都市交通施設整備基金の創設（相模原市） 

 平成 20 年(2008 年) ６月 日米合同委員会において相模総合補給廠の一部返還が正式合意 

 平成 21 年(2009 年) ４月  延伸実現化検討調査の実施(町田市、相模原市) 

 平成 22 年(2010 年) ３月 相模原駅周辺地区まちづくり計画の策定（相模原市） 

 平成 23 年(2011 年) ３月 北部丘陵活性化計画の策定（町田市） 

 平成 23 年(2011 年) ５月  延伸実現化検討調査結果の公表(町田市、相模原市) 

 平成 24 年(2012 年) ７月 「小田急多摩線延伸計画に関する研究会」発足 

 （委員：学識経験者、小田急電鉄株式会社、独立行政法人鉄道 

建設・運輸施設整備支援機構、町田市、相模原市） 

 平成 26 年(2014 年) ５月  小田急多摩線延伸計画に関する調査結果の公表(小田急多摩線 

延伸計画に関する研究会) 

    小田急多摩線延伸の推進に関する覚書の締結(町田市、相模原市) 

 平成 26 年(2014 年) ６月 広域交流拠点基本計画の策定（相模原市） 

 平成 26 年(2014 年) ９月  相模総合補給廠の一部が国へ返還（約 15ha 及び道路・鉄道用地 

約 2ha） 

 平成 27 年(2015 年) ７月 相模原橋本駅周辺地域（36ha）の都市再生緊急整備地域が拡大さ 

れ相模原橋本駅周辺・相模原駅周辺地域（89ha）に変更 

 平成 28 年(2016 年) ３月  小山田周辺まちづくり構想の策定（町田市） 

 平成 28 年(2016 年) ４月  交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方に

ついて」において、「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充

実に資するプロジェクト」の一つに位置づけ 

 平成 28 年(2016 年) ８月 「小田急多摩線延伸に関する関係者会議」発足 

 平成 28 年(2016 年) ８月  広域交流拠点整備計画の策定（相模原市） 
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１．検討対象路線の概要 

本調査の検討対象路線である小田急多摩線延伸線は、小田急多摩線唐木田駅から、多摩

市、町田市、相模原市を通り、ＪＲ横浜線相模原駅、ＪＲ相模線上溝駅を結び、町田市内

に 1駅、相模原市内に２駅を設置することを想定した新設路線である。 

 

・区 間：小田急多摩線唐木田駅 ～ ＪＲ横浜線相模原駅 ～ ＪＲ相模線上溝駅 

・延 長：約 8.8km （唐木田～相模原：約 5.8km 相模原～上溝:約 3.0km） 

 

 

図 路線概要図 
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２．上位計画・関連計画における位置づけ 

 各上位計画における小田急多摩線延伸をはじめとする交通網の考え方や、延伸線沿線のま

ちづくり等の位置づけについて整理する。 
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２．１ 国 

① 第二次国土形成計画（全国計画） (国土交通省、平成 27 年(2015 年)８月) 

【対流促進型国土の形成】 

国土を取り巻く課題を踏まえ、国土の基本構想として、多様な個性を持つ様々な地域

が相互に連携し、地域間のヒト、モノ、カネ、情報の双方向の活発な流れである「対流」

を全国各地でダイナミックに湧き起こし、イノベーションの創出を促す「対流促進型国

土」の形成を掲げている。 

また、そのための国土構造、地域構造として「コンパクト＋ネットワーク」を掲げ、

国土全体に重層的かつ強靭な形で形成することにより、それぞれの地域が連携しながら

生活サービス機能や高次都市機能、国際業務機能が提供され、イノベーションの創出や、

災害に対し強くしなやかな国土構造が実現するとしている。 

さらに東京圏を始めとする大都市圏においては、圏内地域間や地方都市等との間のネ

ットワークの形成を進め多様な対流の発生・拡大を図り、また、リニア中央新幹線によ

る三大都市圏の一体化により、イノベーションを創出する「スーパー・メガリージョン」

の形成を推進することが示されている。 

【総合的な交通体系の構築】 

交通分野においては「総合的な交通体系の構築」を基本方向の一つとして、道路、鉄

道、港湾、空港等がそれぞれの特性に応じて役割分担し、有機的かつ効率的な交通ネッ

トワークを形成する必要があるとしている。 

都市鉄道については、「地域の活性化を支援する交通体系の整備」として、具体的に

は、新線建設や複々線化の推進、混雑率の緩和、既存ネットワークを有効活用した連絡

線等の整備による速達性の向上及び鉄道駅内外の一体的な整備による交通結節機能の高

度化などが示されている。 

 

② 首都圏整備計画 (国土交通省、平成 28 年(2016 年)３月) 

【対流型首都圏の構築】 

首都圏の将来像を、面的な対流の創出などにより、世界に貢献する課題解決力、先端

分野・文化による創造の場としての発展や、豊かな自然環境に適合し、上質・高効率・

繊細さを備えた「洗練された首都圏」の構築を目指すこととしている。 

圏域整備にあたっては、面的な交通ネットワークの活用により、一極集中型から首都

圏全域での連携へ転換する「対流型首都圏の構築」を基本的方向とし、面的な交通ネッ

トワークの補強等による首都圏版「コンパクト＋ネットワーク」構築や、放射方向ネッ

トワークと連動した多重リング状の環状方向ネットワークの形成による郊外拠点同士の

連携と、リングの中心である東京圏の世界都市機能の強化などが整備の基本的考え方と

して示されている。 

また、地域整備の推進方策として、町田・相模原等の広域連携拠点において、円滑な

諸活動を支える交通・情報通信体系の整備等、広域的基盤施設の整備を推進することと 
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している。 

【鉄道ネットワークの形成】 

具体的な施設の整備計画として、鉄道においては、広域的な連携に資する国内の交通

体系の結節点としての機能の強化を図るとともに、対流型首都圏の構築に向け、地方都

市の拠点を結ぶ公共交通網を始めとするネットワークの形成や観光にも資する地方公共

交通の充実の取組を推進することとしている。 

 

③ 首都圏広域地方計画 (国土交通省、平成 28 年(2016 年)３月) 

【首都圏南西部国際都市群の創出】 

国土形成計画を受け、概ね平成 37 年(2025 年)までの計画期間を「運命の 10 年」とし、

重点的に実施する具体的取組として 38 の戦略プロジェクトを位置づけている。 

このうち「首都圏南西部国際都市群の創出プロジェクト」では、リニア中央新幹線の

神奈川県駅周辺は、圏央道や鉄道が集中して結節しており、リニア中央新幹線の開通で

首都圏南西部全域と羽田空港や中部・近畿圏とのアクセスが飛躍的に向上することや、

首都圏南西部エリアには多数の大学や研究機関などが集積していることから、これらの

連携により新たな産業集積や業務機能の集積が進み、首都圏を牽引する国際的な都市圏

として発展していく可能性があるエリアとして、当該エリアを「首都圏南西部国際都市

群」として位置づけ、内陸型国際ゲートウェイの整備推進、産業・研究機能の集積強化、

災害時の拠点機能の強化と併せ、南北の連携強化等、関連する交通インフラの整備等を

具体的取組内容として定めている。 

 

④ 交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」 

                     (交通政策審議会、平成 28年(2016 年)４月) 

「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクト」の一つに、小

田急多摩線の延伸（唐木田～相模原～上溝）が、相模原市及び町田市と都心部とのアク

セス利便性の向上が期待される路線として位置づけられている。 

なお、同答申の詳細については、後ほど別項として掲載する。 

※以下、特に断りがない限り、本報告書において「交通政策審議会答申」、「答申」と

は同答申のことを指す。 

 

 

 




